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【要旨】
日本図書館協会では１９８０年以降、個人会員と施設会員がともに役員の選挙権

と被選挙権、会議の議決権を有している。本稿では、日本図書館協会、全国公民
館連合会、日本博物館協会に関する資料、公益法人に関する文献を基に、この３
団体の会員の種類と権利の変遷を分析し比較を行った。その結果、全国公民館連
合会と日本博物館協会では、それぞれ、１９５１年、１９７３年から施設会員中心モデ
ルで運営しており、個人会員・施設会員共存モデルである日本図書館協会とは異
なっていることが明らかになった。

１．はじめに
(1)研究の目的
わが国の主な社会教育施設には、公民館、図書館、博物館がある。これらの施

設には、それぞれ、施設に関係する個人や団体が会員となり、施設の振興や調査
研究等を行う、文部科学省所管の公益法人が存在する。それぞれの施設を代表す
る公益法人には、全国公民館連合会（以下、全公連という）、日本図書館協会（以
下、日図協という）、日本博物館協会（以下、日博協という）がある。
全公連は１９５１(昭和２６)年に設立された社団法人で、その目的は全国の公民館

の連絡提携と公民館活動の振興発展を図ることである（定款第３条）］)。会員は
主に正会員からなる。正会員は、全公連の目的に賛同する都道府県公民館連合団
体の代表者で、会員数は４７名である２)。日図協は１８９２(明治２５)年に設立された
社団法人で、その目的はすべての図書館関係者と図書館施設の連絡提携のもとに、
図書館事業の進歩発展を図ることである（定款第３条）３)。会員は主に個人会員
と施設会員からなる。個人会員は日図協の趣旨に賛同する個人、施設会員は図書
館、学校、公民館図書部、読書会またはこれらの施設を有する法人、その他の団
体である。会員数は２００７年７月現在、個人会員が４，９４３名、施設会員が２，５００
機関である４)。日博協は１９２８(昭和３)年に設立された財団法人で、その目的は青
少年及び成人に対する社会教育の進展を図るため、博物館の振興のための調査及
び研究開発並びに指導及び援助を行うことである（寄附行為第４条）５)。会員は
主に維持会員からなる。維持会員は、博物館に関係する団体または個人で、日博
協の目的に賛同し、理事会で承認された者である。維持会員数は２００６年１０月現
在、団体の会員が１，１８５機関、個人の会員が７７名である６)。
上記の３団体のうち、日図協では､個人会員と施設会員の関係は適切かどうか、
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すべての館種を代表し得ているのかどうかの２点が長年にわたって問題になっ
てきた７)。筆者はこれまで、日図協の会員と役員の構成を会員種別、部会別、都
道府県別の３つの観点から分析し、上記の２点について考察した。この２点のう
ち、個人会員と施設会員の関係については、①双方の会員が役員の選挙権と被選
挙権、会議の議決権を有していること、②会員登録率の平均値、会員の増加率、
会費負担額で施設会員が個人会員を上回っていること、③個人会員選出の役員数
が施設会員選出数を上回り、過半数を占めていることが明らかになった８)。この
日図協における個人会員と施設会員の関係は日図協に固有の現象なのだろうか、
それとも他の団体にも見られるのだろうか。この点について考えるには、日図協
だけでなく、他の社会教育施設に関する公益法人の会員の種類と権利について検
討する必要がある。これまで、社会教育分野においてはこのような研究は見られ
ない。そこで、本稿では、３団体の会員の種類と権利の変遷を分析し比較を行う。
(2)研究の方法
まず、日図協、全公連、日博協に関する資料、公益法人に関する文献を基に、

３団体が会員の種類をどう定め、会員にどのような権利を付与しているかを歴史
的に分析する。その際、各団体の歴史を組織形態によって時期区分する。団体の
主な組織形態には、任意団体、社団法人、財団法人がある。任意団体は、権利義
務の帰属先となり得る法的地位（法人格）を持たない団体である。社団法人は一
定の目的のもとに結合した人の集合体､財団法人は一定の目的のもとに拠出され、
結合されている財産の集まりに対し、法人格が付与された団体である９)。本稿で
用いる資料や文献は次のとおりである。日図協に関する資料には、機関誌『図書
館雑誌』と『近代日本図書館の歩み』がある。前者には総会、役員会の議事録、
法人形態の移行に関する記事、後者には歴史、会則、定款、寄附行為が掲載され
ている。なお、定款、寄附行為とは、それぞれ、社団法人、財団法人の内部組織・
活動等に関する根本規則のことである。全公連に関する資料には、機関誌『月刊
公民館」と歴史に関する文献がある。前者には会則、定款、役員会の報告が掲載
されている。日博協に関する資料には、機関誌『博物館研究』『会報』『博物館ニ
ュース』があり、歴史、会則、定款、寄附行為、総会・役員会の報告が掲載され
ている。公益法人に関する文献には、民法の研究書や『公益法人白書」がある。
次に、全公連、日博協と比較して、日図協の会員の種類と権利が異なっている

かどうかを検討する。比較にあたっては、『公益法人白書』のデータを基に考え
た、公益法人における会員の権利のモデルを用いる。この白書によれば、文部科
学省所管の社団法人数６０７法人のうち、個人会員のいる法人数が５２７法人、施設
会員のいる法人数が２２２法人、会員のいない法人数が４法人である］0)。以上か
ら、同省所管の社団法人の会員構成には、(1 )個人会員のみで構成されている法
人、(2)施設会員のみで構成されている法人、(3)個人会員と施設会員の両方で構
成されている法人の３つがあると考えられる。本稿では、この３つを基に、個人
会員のみが権利を持つ法人を「個人会員中心モデル｣、施設会員のみが権利を持
つ法人を「施設会員中心モデル｣、個人会員と施設会員がともに権利を持つ法人
を「個人会員・施設会員共存モデル」と呼ぶ。なお、個人会員・施設会員共存モ
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デルについては、役員数などの点で対等であるとは限らない。３団体が上記のモ
デルのどれに該当するかを検討する。なお、このモデルは社団法人の会員のデー
タを基に考案したものであるが、社団法人以外の組織形態にも適用する。ただし、
財団法人では、会員に役員の選挙権と被選挙権等が認められていない場合がある。
その場合には、会の運営を担う役員の構成を分析し、上記のモデルに適用する。
(3)論文の構成
本稿は５章からなる。まず、第１章で、研究の背景、先行研究、研究の目的、

研究の方法、論文の構成について論じた。以下、日図協、全公連、日博協に関す
る資料、公益法人に関する文献を基に、第２章ではこの３団体の歴史について論
じ､第３章では３団体の会員の種類と権利を歴史的に分析する。第４章では結論、
第５章では本稿のまとめと今後の課題を述べる。

２．３団体の歴史
(1)日図協
１８９２(明治２５)年、関直（内閣記録局員）、大城戸宗重（内閣記録局員）、田中

稲城（東京図書館員）、西村竹間（東京図書館員）らが発起人となり、創立準備
会が開かれた。その後、第一例会が開かれ、会則が全会一致で可決された。この
時に団体名を「日本文庫協会」とすることが決められた。初代幹事には上記の４
名が就任した］])。１９０８年には団体名を「日本図書館協会」に改めている１２)。１９１２
年、１９１６年、１９２３年には会員と役員に関する規定が改正されている。
１９３０年には社団法人に改組した。その背景として、松本喜一（帝国図書館長）

は、(1)国家からの補助金を受けやすくすること、(2)わが国の学術関係団体にな
らって日図協も法人組織にすることを挙げている】3)。初代理事長には林癸未夫
（早稲田大学図書館長）が就任した。１９３３年と１９４０年には会員と役員に関する
規定が改正されている。
１９４５年には財団法人に改組した。その背景には、(1)戦時体制下で多数の会員

が集まって会合を開くことが難しいこと、(2 )文部省が外郭団体化を検討してい
たため、それに対応するためには財団組織に転換することが望ましいと考えてい
たことがある】4)。団体名は「大日本図書館協会」となった。会長には岡部長景
（元文部大臣）、理事長には近藤寿治（文部省教学局長）が就任した］5)。
１９４７年には再び社団法人に改組した。その背景として、理事長兼事務局長の

衛藤利夫（元満鉄奉天図書館長）は、財団法人時代の運営が図書館の現場とかけ
離れたとの反省に立ち、会員それぞれが責任を持つ体制にするため、社団法人に
移行したと説明している１６)。団体名は再び「日本図書館協会」となった。１９５０
年と１９８０年には会員と役員の規定が改正されている。
(2)全公連
１９５０(昭和２５)年、社会教育連合会主催の全国公民館職員講習会において、公

民館の全国組織の結成が話題となった。その後、林克馬（福岡県浮羽郡水縄村公
民館副会長）と進藤讓（埼玉県川越市公民館長）が発起人となって、準備委員会
が開かれ、公民館の全国組織の結成に向けた検討が行われた。翌１９５１年には全
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国公民館代表者会議が開かれ､全公連の前身組織である「全国公民館連絡協議会」
が結成された。初代会長には北村政義（長野県浦里村公民館長）が就任した］7)。
１９６４年の評議員会では、法人形態を社団法人とすることについて協議が行わ

れた。この会で、法人化に際し、団体の名称を「全国公民館連合会」に改める会
則改正案が満場一致で可決された。同年９月の理事会では、法人形態を社団法人
とすることが決まり、定款等の審議が行われた。その後、社団法人設立許可の申
請書を文部大臣に提出した。翌１９６５年には文部省から社団法人の許可が下りた。
初代会長には守田道隆（元八幡市長）が就任した］8)。
(3)日博協
棚橋源太郎（元東京博物館長）と平山成信（日本赤十字社社長）が準備し、

1928(昭和３)年、発起人会が開かれた。この会で団体名を「博物館事業促進会」
とすることが決められた。合わせて会則が承認された］9)。初代会長には平山が
就任した。１９３１年には、日図協と日博協の会員である松本喜一の提案で、団体
名を「日本博物館協会」に改めている２０)。
１９３８年の理事会では、棚橋が戦時下の情勢に対応するため、財団法人への移

行を提案した。翌１９３９年の理事会と評議員会では、財団法人への改組が検討さ
れている。検討の結果、１９４０年の理事会では、財団法人ではなく社団法人に改
組することを決定し、文部省に法人設立許可の申請書を提出した。同年、文部省
から社団法人設立の許可が下りた。初代会長には荒木貞夫（陸軍大将）が就任し
た２１)。１９５１年と１９７３年には会員と役員に関する規定が改正されている。
１９８６年には、協会活動の一層の充実を図るため、社団法人を発展的に解散し、

財団法人を設立した。初代会長には徳川宗敬（元貴族院副議長）が就任した２２)。

3．会員の種類と権利の分析
(1)日図協
1)任意団体時代（1892年～1930年）
会員は会費額の違いにより、通常会員と特別会員に大別されている。なお、1908

年３月２９日から１９１２年１１月２日までは通常会員のみである。会員の対象は当
初、図書館関係者のみであったが、１９０８年以降は図書館施設等も含まれている。
主な役員には評議員、会長があり、総会での選挙により選ばれる（規則第１０

条、第１５条)。１９１２年の改正では副会長が新設され、総会での選挙により選ば
れる（規則第１２条、第１７条)。１９１６年の改正では、副会長と会長を、総会で評
議員の中から選挙により選ぶことになった（規則第１６条)。１９２３年の改正では、
主な役員が評議員と理事となり、選出方法が変更されている（規則第１５条)。評
議員は、総会で特別会員の中から選挙により選ばれる（規則第２１条)。理事は、
評議員会に諮訶し、総裁が嘱任する（規則第２０条）２３)。
2)戦前の社団法人時代（1930年～1945年）
会員は任意団体時代と同様、会費額の違いで、通常会員と特別会員に大別され

ている。会員の中には個人と施設の両方が含まれている。会員の対象には、図書
館関係者のほか、日図協の趣旨に賛同する者が含まれている。１９４２年の改正で
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は、読書教育に関与する者が付け加えられている。
評議員と理事の選出方法は次のとおりである。評議員は、総会で会員の中から

選挙により選ばれる（定款第２３条)。理事は、評議員会で会員の中から選挙によ
り選ばれる（定款第２２条)。１９３３年の改正では、上記以外に総裁が会員の中か
ら委嘱する方法が加わっている。なお、総裁は、総会の決議を経て推戴する（定
款第２１条、第２３条、第２４条)。１９４０年の改正では、総裁の委嘱による評議員
数が､評議員総数の３分の１を越えてはいけないという規定が盛り込まれている。
1942年の改正では上記の規定が２分の１に変更されている（定款第２４条）２４)。
3)財団法人時代（1945年～1947年）
会員は施設か個人かによって、正会員と研究会員に大別されている。正会員は

官公私立図書館と学校図書館で、その特典は図書の優先配給、機関誌及び資料の
配布、本会の各種施設の利用である。研究会員は図書館関係者と読書指導に関与
する者で、その特典は機関誌及び資料の配布、本会の各種施設の利用である。正
会員、研究会員ともに役員の選挙権と被選挙権、会議の議決権は付与されていな
い（寄附行為第２１条、会員規程第３条)。
会の運営を担う主な役員には、評議員、理事、常務理事、理事長、副会長、会

長がある。評議員は、理事会の議決を経て、会長が選任する。理事は、評議員の
中から文部大臣の承認を経て、会長が選任する。常務理事は、理事の中から会長
が委嘱する。理事長は、文部大臣の承認を経て、会長が委嘱する。副会長には、
文部次官のほか、文部大臣の承認を経て会長が委嘱した者が就任する。会長には、
文部大臣が指名した者が就任する（寄附行為第１２条、第１３条)。役員は、文部
省関係者、公立図書館長、大学図書館長などで構成されている２５)。
4)戦後の社団法人時代（1947年～現在）
会員は当初､会費額の違いによって、正会員と特別会員に大別されていた。1950

年の改正以降は、個人か施設かによって、正会員と特別会員に大別されている。
正会員は日図協の趣旨に賛同する個人、特別会員は図書館､学校､公民館図書部、
読書会などの施設を有する団体である（定款第７条)。
評議員と理事の選出方法は次のとおりである。評議員は､総会で互選される（定

款第１７条)。理事は、評議員会で会員の中から選挙により選ばれる（定款第１６
条)｡1950年には評議員と理事の選出方法が変更された。評議員は、正会員と個
人の賛助会員の中から都道府県ごとに選ばれる。理事は、評議員会で、正会員と
個人の賛助会員の中から選挙により選ばれる（定款第１９条)。総会の構成員は、
正会員と個人の賛助会員である。個人の会員には役員の選挙権と被選挙権、会議
の議決権が認められているが、施設の会員にはこれらの権利が認められていない。
1980年の定款と役員選挙規程の改正では、正会員を個人会員、特別会員を施設
会員と呼び、個人会員だけでなく施設会員にも役員の選挙権と被選挙権、会議の
議決権を付与した（定款第７条、第１９条、第２５条)。施設会員に上記の権利を
認めた背景には、会費の負担と全国図書館大会やその他の集会の負担が大きいこ
とがある。ただし、個人会員選出と施設会員選出の役員数の比率は、１９８０年の
会員種別会員数を基に、３：２に定められた２６)。
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(2)全公連
1)任意団体時代（1951年～1965年）
全公連は各都道府県公民館連絡協議会によって組織される（会則第３条)。都

道府県公民館連絡協議会の会長は公民館長である。会員種別は存在しない。
主な役員には、評議員、理事、常任理事、副会長、会長がある（会則第６条)。

評議員は､各都道府県連絡協議会の推薦により１名ずつ選ばれる。理事､副会長、
会長は、評議員会で選出される。常任理事は、理事の互選で定められる（会則第
８条)。役員の多くは公民館長である２７)。
2)社団法人時代（1965年～現在）
会員は正会員と特別会員に大別される。正会員は、都道府県公民館連合団体の

代表者である。特別会員は、全公連の事業に賛同する個人または団体の代表者で
ある（定款第５条)。全国公民館連合会基本構想検討委員会が２００５年に発表した
『第二次全国公民館連合会基本構想』によれば、現状の会員は正会員である各都
道府県公民館連合団体の会長のみであるが、特別会員の枠を柔軟に考え、増やす
ようにすると述べている。都道府県公民館連合団体の会長には、公民館長や地方
公共団体の教育長などが就任している２８)。
主な役員には、理事、常務理事、副会長、会長がある（定款第１２条)。理事は、

総会で選任される。総会の構成員は正会員のみである（定款第２４条)。常務理事、
副会長、会長は、理事の互選で定められる（定款第１３条）２９)。
(3)日博協
1)任意団体時代（1928年～1940年）
会員種別は当初、会員と賛助員であった。このうち、会員には個人と団体の両

方が含まれている（規則第４条)。１９３１年には、会費額の違いにより、普通会員
と特別会員に大別された（規則第５条、第６条)。
主な役員には、評議員、理事、会長がある。評議員は、理事会の同意を得て、

会長が委嘱する。理事は、会長が委嘱する。会長は、評議員会の推薦により選出
される（規則第７条）３０)。１９３１年には、評議員、理事、理事長、会長となり、
選出方法が変更された。評議員は、総会で会員の中から選挙により選ばれる。理
事は、評議員会で会員の中から選挙により選ばれる。理事長は、理事の互選によ
り定められる。会長は、評議員会の推薦により選ばれる３１)。
2)社団法人時代（1940年～1986年）
会員は当初､会費額の違いにより、普通会員と特別会員に大別されていた。１９５１

年には、会長の徳川宗敬の提案を契機に、定款が改正され、個人か施設かによっ
て、個人会員と団体会員に大別されている３２)。
１９５９年改正の定款によれば、個人会員と団体会員はともに役員の選挙権と被

選挙権、会議の議決権を有している。総会は全会員で構成される。評議員は、総
会で会員の中から選挙により選ばれる。理事は、評議員会で会員の中から選挙に
より選ばれる（定款第５条、第１４条、第１９条）３３)。１９７３年の改正では、評議
員と理事の選出方法が変更されている。評議員は、部会選出評議員と支部選出評
議員で構成される。部会選出評議員については、各部会で会員の中から４名以内
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を選出する（定款第１６条の２)。部会は、団体会員で構成される７つの部会と個
人会員部会からなる（定款第’２条)。支部選出評議員については、団体会員で構
成される地方’０支部から各２名を選出する。理事は、評議員会で互選する（定
款第１４条）３４)。
3)財団法人時代（1986年～現在）
会員は主に維持会員からなる。維持会員には「全国博物館会議」を組織し、日

博協の事業に参画する権利が認められているが、役員の選挙権と被選挙権は認め
られていない（寄附行為第２９条)。
会の運営を担う主な役員には、評議員、理事、副会長、会長がある。評議員は、

理事会の承認を得て会長が委嘱する（寄附行為第２５条)。理事は、評議員会で選
任される（寄附行為第１９条)。副会長と会長は理事の互選で定められる３５)。役
員の大半は博物館長、美術館長である３６)。

4．結論
日図協では、任意団体時代と戦前の社団法人時代、１９０８年から１９１２年までを

除き、会費額の違いによる会員区分で運営されていた。そのため、個人・施設と
いう観点から会員の権利を分析することは難しい。財団法人時代には施設か個人
かによって会員を区分しているが、役員の選挙権・被選挙権等は認められていな
い。会の運営を担う役員の大半は文部省関係者や図書館長であった。この時期の
日図協は実質、施設会員中心モデルで運営されていたといえる。戦後の社団法人
時代には、当初、会費額の違いによる会員区分で運営されていた。１９５０年には
個人か施設かによって会員を区分し、個人の会員のみに役員の選挙権と被選挙権、
会議の議決権を付与している。この時期の日図協は個人会員中心モデルで運営さ
れていたといえる。１９８０年には個人会員だけでなく施設会員にも上記の権利が
認められた。１９８０年以降の日図協は個人会員・施設会員共存モデルで運営され
ているといえる。ただし、個人会員選出と施設会員選出の役員数の比率は３：２
に定められており、両者は対等ではない。この状況は現在も続いている。
全公連では、任意団体時代、各都道府県公民館連絡協議会で組織されている。

この協議会の会長は公民館長である。全公連の役員の多くは公民館長である。社
団法人時代になってからも、正会員である都道府県公民館連合団体の会長のみで
組織されている。この連合団体の会長には公民館長や地方公共団体の教育長など
が就任している。個人会員制度は存在しない。また、正会員には役員の選挙権と
被選挙権、会議の議決権が付与されている。以上から、全公連は、任意団体の設
立当初から施設会員中心モデルで運営されているといえる。
日博協では、任意団体時代の最初の４年間は個人と団体が混在する会員制度で

あったが、それ以降から社団法人時代の最初の１２年間は、会費額の違いによる
会員区分で運営されている。そのため、個人・施設という観点から会員の権利を
分析することは難しい。１９５１年には個人か施設かによって会員を区分した。１９５９
年改正の定款によれば、個人会員と団体会員はともに役員の選挙権と被選挙権、
会議の議決権を有している。この時期の日博協は定款上、個人会員・施設会員共
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存モデルで運営することになっていたと考えられる。その後、１９７３年の改正で
評議員数が定められ、個人会員選出評議員は個人会員部会選出の４名、団体会員
選出評議員は７つの部会から選出される２８名と支部選出の２０名となった。個人
会員選出と団体会員選出の評議員数の比率は１：１２で、団体会員が優位である。
この時期の日博協は実質、施設会員中心モデルで運営されていたといえる。財団
法人時代には、主に維持会員で構成されている。その多くは団体の会員で、維持
会員全体の約９４％を占めている。維持会員には役員の選挙権と被選挙権は認め
られていない。会の運営を担う役員の大半は博物館長、美術館長である。この時
期の日博協は実質、施設会員中心モデルで運営されているといえる。
第１表は、３団体の会員の権利のモデルを時系列で比較したものである。日図

協は１８９２年から会費額の違いによる会員区分で運営している。日博協も１９３１
年から同様の会員区分で運営している。日図協は１９４５年に実質、施設会員中心
モデルに移行した。その後、日図協は１９４７年から会費額の違いによる会員区分、
1950年から個人会員中心モデル、１９８０年から個人会員・施設会員共存モデルで
運営している。他方、全公連は１９５１年から施設会員中心モデル、日博協は１９５１
年から個人会員・施設会員共存モデル、１９７３年から施設会員中心モデルで運営
している。両者は１９７３年以降、同様の運営形態になっている。日図協の会員の
種類と権利は、社会教育施設に関する公益法人の中では他の２団体と異なってい
る。

第１表３団体の会員の権利のモデルの時系列比較
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日図協 全公連 日博協
任意団体

社団法人

財団法人
社団法人

1892年

1930年

19454一口一
1947f一一一
1950年

1980年

会費額の違いによる会員区分
(1908年３月29日から1912年１１月
2日までは通常会員のみ）

施設会ヨ［｡心モデル
会費；の世 :いによる会 二一室【 .区分
個人会員中心モデル

個人会員・施設会員共存モデル

任意団体

社団法人

1951年

1965年

施設会員中心モデル

任意団体

社団法人

財団法人

19284一一一
1931年

1940年

1951年

1973年

1986年

個人と団体混在の会 ﾖ制度
会費額の違いによる会員区分

個人会員・施設会員共存モデル
(1959年改正の定款で判断）

施設会員中心モデル



5．おわりに
本稿では、日図協、全公連、日博協に関する資料、公益法人に関する文献を基

に、この３団体の歴史を概観したのち、会員の種類と権利の変遷を分析し比較を
行った｡会員の種類と権利は、団体の運営方針と事業内容に影響を及ぼす｡今後、
これらとの関わりについて検討する。その際、その施設における専門職員の有無
や専門職員からなる職能団体の有無との関連を踏まえていきたい。また、日図協
のように個人会員・施設会員共存モデルで運営されている団体がほかにあるのか
どうかについても検討していきたい。
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